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家事サービス利用の実態とその動向（第４報）

－～-一生活意識と利用実態との関連一

福島大教育　　壁谷沢万里子　　桜の聖母短大　○長沢由喜子　　　　福島大教育　　壁谷沢万里子　　桜の聖母短大　○長沢由喜子

　目的　第３報に同じ

　方法　第３報に同じ

　結果　前報に基づき，生活意識に関する各調査項目と各種家事サービスの利用程度との

関連を検討した結果，家事サービスとして取り上げた調査項目30種中15種において有意性

が認められた。全般的に関連性が顕著である項目としてはそうざいのフライやハンバーグ

か極立っており，さ'らに家族との外食・ワイシャツのクリーニング・カタログ販売・寸法

直しの順で続く。一方，利用程度に影響する生活意識としては，食生活関係項目について

は手づくり意識・生活規範・家事技術レベルの自己評価・夫の性別分業観における保守性

などを指摘することができ，食生活以外の項目については本人の母親の影響に注目するこ

とかできる。

　さらに利用程度に続き，利用動機・今後の利用意向についても第２報における分析を軸

として第３報および前述の結果とを重ね合わせて総合的に考察することにより次の点を確

認できる。すなわち(1)家事サービスに関する利用構造の中核に位置するものとして主婦

の生活意識に着目した時，それら意識の形成に大きくかかわる要因として学歴および母親

の家事実態かあげられること(2)家事サービス利用と直接的に結びつく部分で夫の意識が

かかわってくるのではないかと考えられること　以上２点に要約される。
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　目的　エレクトロニクス技術を背景とする高度情報化の波は、いよいよ家庭へと波及しようとしている。企業はニューメディアの開発

に鎬を削っているが、家庭の側にこれを有効に受容する受容態勢ができているとは言い難い。ニューメディアが企業の論理のみによって

開発され、家庭に普及していくことは、家庭のプライバシーや家庭<s理の主体のあり方等々で問題を生ずる虞れを孕んでいる。家庭生活

者がニューメディアによってできるだけ多くの恩恵を受け、逆に、ニューメディアの弊害を最小限度にとどめるためには、企業の論理で

造られたニューメディアが家庭に浸透してしまう前に、ニューメディアに対する受容態勢を整えると同時に、ニューメディアを家庭主体

のものにするにはどうすれば良いかを検討し、その成果をニ:iーメディアの設計思想に反映させるぺく提言を行う必要がある。この研究

では、その第1歩としての基礎となるデータとして、主婦のニュー.)fディア操作能力を把握することを目的とする。

方法　キャプテンターミナルによる情報検索試行実験　対象：主婦・学生

　結果既に商品化されている代表的ニューメディアの一つであるキャプテンは、主峰が日常的に使いこなせるほど操作性は優れてはい

ない。実験対象となった主婦は、実験に協力したことから推察しても、一般の主婦よりはニューメディアへの関心の強い主婦であるが、

それでも解説書だけで目的の情報を得ることは非常に困難であった。このことからい･えば、より簡単に換作できるようニューメディアを

改善していく必要がある。しかし、現在の技術で操作性のみを追求することは、データ保護やセキュリティの観点からみると大きな問題

点を残すことにつながる。開発コストや効率に優先して、この点の十分な配慮が必要である。


